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消費者行政体制の一層の強化に向けた検討報告
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中間整理を踏まえて－
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はじめに（検討課題・背景）

１．本検討の進め方
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消費者庁、消費者委員会及び国民生活センターを中心とする
消費者行政体制をさらに強化していく上で、どのような体制整備が
必要か？

■ はじめに（１） ～検討課題・検討の背景

・消費者庁及び消費者委員会設置法 附則第３項
（消費者行政に係る体制の更なる整備を図る観点から消費者関連法について検討）

・消費者庁及び消費者委員会設置法 附則第４項
（地方消費者行政に対する国の支援の在り方について全般的に検討）

・消費者庁及び消費者委員会設置法等関連３法に関する国会附帯決議
（設置法等附則各項の検討に際しては、消費者委員会の審議結果を踏まえた意見を十分に尊重）

・独立行政法人の見直しの流れ
（独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針、国民生活センターの在り方の見直しに係るタスクフォース 中間整理）

検討課題

検討の背景
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■ はじめに（２） ～消費者行政・国民生活センター・行政改革等のこれまでの経緯

～80年代

1970

特殊法人国民生活センター 発足

国民生活
センター

2003.10

独立行政法人国民生活センターに改組

2007.9

国民生活センターの在り方等に
関する検討会最終報告

2010.12

国民生活センターの在り方の
見直しに係るタスクフォース開始

2011.5

国民生活センターの在り方の
見直しに係るタスクフォース
中間整理

90年代～2009.9（消費者庁等の創設） 2009.9～（行政刷新会議の設置等）

行政改革
（行政のスリム化）

行政改革・
独法見直し

1997.12

行政改革会議 最終報告

1998.6

中央省庁等改革基本法 公布

2001.12

特殊法人等整理合理化計画

2004.12

今後の行政改革の方針

2005.12

行政改革の重要方針

2007.12

独立行政法人整理合理化計画

2009.12

独立行政法人の抜本的な見直しについて

2010.4

行政刷新会議 事業仕分け（独法関係）

2010.12

独立行政法人の事務・事業の
見直しの基本方針

独立行政法人見直し

消費者
行政

1968

消費者保護基本法 公布

2004

消費者保護基本法改正
（消費者基本法に改称）

2008.6

消費者行政推進基本計画

2009.9

消費者庁・消費者委員会 設置
消費者安全法 施行

消費者行政における
国民生活センターの機能の位置付け強化

2010.3

消費者基本計画

2005.4

消費者基本計画
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■ １．本検討の進め方

現行法制下で、消費者行政
強化のために、以下の３機関
が果たすべき機能・重複の有
無の検討

・消費者庁
・消費者委員会
・国民生活センター

第１ ＳＴＥＰ

左記の３機関の各機能が現
在抱えている課題・対応状況
の確認

※地方公共団体や民間団体等に
おける実施の可否等の検討も
含む

第２ ＳＴＥＰ

左記の課題解決のために必
要な組織の在り方の検討

※タスクフォース中間整理で示さ
れた、消費者庁と国民生活セン
ターの一元化案の検討も含む

第３ ＳＴＥＰ

消費者庁、消費者委員会及び国民生活センターを中心とする消費者行政体制を
さらに強化していく上で、どのような体制整備が必要か？

検討課題
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２．現行法制の下で消費者行政
関係各機関が果たすべき機能
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■ ２．現行法制の下で消費者行政関係各機関が果たすべき機能（１）

 消費者利益の擁護等に関する基本
的政策の企画・立案・推進

 消費者利益の擁護等に関する関係
行政機関の事務調整

 所管法令に規定する消費者利益の
擁護等に関すること

※消費者安全法・消費生活用製品安全法・
特定商取引法・景品表示法・ＪＡＳ法等

 関連する総合的な調査・国際協力・
研修

等々

消費者庁
（消費者行政に係る基本的政策の企画・
立案・推進及び権力的事務等）

 国民生活の改善に関する情報提供

 国民からの苦情、問合せ等に対して必
要な情報提供

 重要消費者紛争の解決

 消費者に対する訴訟準備等の援助

 消費者紛争に関する苦情申出について、
紛争解決にふさわしい手続の選択に資
する情報の提供・あっせん

 地方公共団体等から提供された消費生
活に関する情報の分析・公表及び関係
行政機関に対する意見を付した通知

等々

 消費者利益の擁護等に関する基本
的政策等に関する重要事項等につ
いての建議

 消費者利益の擁護等に関する基本
的政策等に関する重要事項等につ
いての諮問に応じた調査審議

 関係法令の規定により権限に属せら
れた事項

等々

消費者委員会
（諮問答申・監視業務）

国民生活センター
（非権力的な実施事務）

消費者基本法の基本理念（消費者の権利の尊重及びその自立の支援等）に
のっとった消費者政策の推進

消費者行政に関する国の責務（消費者基本法第３条）
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■ ２．現行法制の下で消費者行政関係各機関が果たすべき機能（２）

※「消費者行政体制の一層の強化に向けた検討報告」８ページ
（図１）消費者庁、消費者委員会及び国民生活センターの各機能の整理

・消費者事故等の情報の公表（注意喚起）（消費者安全法１５①）
・重大製品事故に係る公表（消費生活用製品安全法３６）
・消費者事故等に関する情報の開示（消費者安全法４③）

消費者庁による公表・注意喚起

 国民生活センターと比較した場合の時機の遅
れ

 注意喚起については、現行法制下でも、消費
者庁は国民生活センターを通じて行うことがで
きる（国民生活センター法４４①）

・国民生活の改善に関する情報提供（国民生活センター法１０①）

・地方公共団体等から提供を受けた情報の分析に基づいた公表
（国民生活センター法４２②）

国民生活センターによる情報提供

 内容・迅速性について、地方公共団体から高い
評価

公表・注意喚起（消費者庁）と情報提供（国民生活センター）に法制上
の重複はない。

消費者庁が、注意喚起強化のために、国民生活センターに依頼でき
る事務を自ら実施すること自体は評価。

 しかし、消費者庁自身の業務における課題を考慮すると、注意喚起
は国民生活センターを中心に実施させる適切な役割分担が必要
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 すべての都道府県・政令指定都市が、国民生活センターの情報提供の内容を高く評価しており、迅速性を
評価する意見も多くみられる。

■ ２．現行法制の下で消費者行政関係各機関が果たすべき機能（３）

都道府県等実態調査より（１）

* 上記は、消費者委員会が平成２３年２月から３月にかけて全国の４７都道府県及び１９政令指定都市に対して行った実態調査結果。
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 消費者庁及び国民生活センターによる支援を受ける側である地方公共団体（都道府県・政令指定都市）に
おいては、両者間における機能上の重複をほとんど認めていない。

■ ２．現行法制の下で消費者行政関係各機関が果たすべき機能（４）

都道府県等実態調査より（２）

* 上記は、消費者委員会が平成２３年２月から３月にかけて全国の４７都道府県及び１９政令指定都市に対して行った実態調査結果。
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３．各機関が現在抱える課題と
対応策について
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■ ３．各機関が現在抱える課題と対応策について （１）消費者庁

主な業務・
機能等

現在の課題 対応策等

①基本的政策の
企画・立案

 新規立法や法改正等を行う必要性が高い課
題が山積（設置法等の附帯決議の規定事項
等）

 しかし、十分に手が回らず（例：食品表示の一元
化・事故原因調査体制の再編等）

 各省庁からの立法実務経験者等を各課に
配置する他、各省庁との合同研究会等を立
ち上げ

 今後も人員増により、企画・立案機能を増強

②関係省庁間の
各種調整

 消費者行政に関係する法令は、消費者庁と
他省庁の共管又は他省庁の所管であること
が少なくないため、常に、各省庁との綿密な
連携・調整が必要

 関係各課室長や関係省庁担当課長等を集
めた合同研究会や連絡会議を立ち上げ、緊
密な連携を図っている（例：パワーウインドによる
挟み込み事故に関する検討会・インターネット消費者
取引研究会等）

③所管法令の法執行

 特定商取引法・景品表示法違反に起因する
とみられる事件が全国で多発しており、執行
機能を格段に強化する必要（例：マルチ商法・投
資関連商品等に係るトラブル）

 食品表示の適正化という観点からは、食品関
係法令についても引き続き執行機能を強化
する必要

 経済産業省・公正取引委員会・農林水産省
等からの出向者を中心に執行部署を構成し、
厳正な執行体制整備のために増員を図る

④消費者事故等の
情報集約・分析・注意喚起・
措置命令等

 消費生活用製品の重大事故の報告制度の
周知をより徹底する必要

 重大事故等の情報の分析・提供の在り方に
ついて抜本的な改善が必要

 「事故情報分析タスクフォース」等による検
討を重ね、対応を強化

※消費者安全専門調査会（消費者委員会の下部
組織）においても、製品事故に係る公表の在り
方等について、平成２３年夏までに対応策をまと
める予定

●消費者庁が抱える現在の課題と対応策等●
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■ ３．各機関が現在抱える課題と対応策について （２）国民生活センター①

主な業務・
機能等

現在の課題 対応策等

①支援相談

 国民生活センターの経由相談に対する地方公共
団体からのニーズは非常に高く、消費者被害の
悪質化・複雑化等を踏まえると支援相談機能を強
化する必要

 地方の相談支援にあたり、国民生活センターが消
費者から直接相談を受ける事務を行う必要

 消費者ホットラインが地方公共団体の相談窓口
につながらない場合（例：話し中等）に、国民生活
センターが当該相談を受けることにより、引き続き、
相談対応に係るノウハウの蓄積を図る（予定）

②商品テスト

 国民生活センターに対する商品テスト（紛争解決
のためのテスト）には、地方公共団体から一定の
ニーズがあるが、受入態勢不足等の理由で断っ
ていたケースが少なくない

 地方公共団体からの商品テスト（紛争解決のため
のテスト）の依頼に対し、原則すべて対応できるよ
う受入態勢強化や運用改善を図る

 ＮＩＴＥ（*1）・ＦＡＭＩＣ（*2）等の原因究明機関との
関係について、機能の違いを踏まえつつ、連携を
強化

●国民生活センターが抱える現在の課題と対応策等①●
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 都道府県・政令指定都市における、国民生活センターの経由相談（助言・共同処理・移送（あっせん））に対
するニーズは非常に高く、特にその相談対応ノウハウに期待する意見が多い。

 また、国民生活センターの商品テスト（紛争解決のためのテスト）については、「相談業務も実施しているテス
ト機関であること」・「詳細なテスト結果が提供されること」「テスト結果が相談処理や様々な対応（裁判手続含
む）に活用できる」等を理由としたニーズがある。

都道府県等実態調査より（３）

■ ３．各機関が現在抱える課題と対応策について （２）国民生活センター②

* 上記は、消費者委員会が平成２３年２月から３月にかけて全国の４７都道府県及び１９政令指定都市に対して行った実態調査結果。

13



平成23年6月10日
消費者委員会

The Consumer Commission

■ ３．各機関が現在抱える課題と対応策について （２）国民生活センター③

主な業務・
機能等

現在の課題 対応策等

③ＡＤＲ

 都道府県等の苦情処理委員会等の紛争処理解
決機関の活動は低調

 平成２１年度以降、国民生活センターのＡＤＲが開
始し、先進事例の蓄積機能を担っており、今後も
その機能強化が必要

 地方公共団体においても、消費者がＡＤＲによる
解決を望んだ場合に、民間ＡＤＲと並んで国民生
活センターのＡＤＲを紹介するケースが少なくない

 紛争解決機能・結果概要公表による地方支援機
能を引き続き果たす

 なお、先進事例の蓄積機能（紛争解決指針の全
国への提示）の強化の観点から、対象事案を各
地方公共団体の相談を経由してきた申請事案に
限る等の運用改善が望ましい

※なお、国民生活センターのＡＤＲを、各都道府県の弁
護士会等に移管した場合、先進事例の蓄積機能（紛
争解決指針の全国への提示）が十分に果たせるかど
うか懸念

④情報収集・
分析・提供

 各地の消費生活センター等に寄せられた消費者
の相談情報を集積したＰＩＯ－ＮＥＴ（全国消費生
活情報ネットワーク・システム）について、「政策企
画・立案や法執行での活用」・「入力負担軽減等
のためのシステム抜本改善」等が必要

 法執行等への活用も視野に入れ、相談の多い事
業者情報等を消費者庁・地方公共団体等に通知
できるようなシステムを開発（ＰＩＯ－Ａｌｅｒｔ）

※タスクフォース中間整理（23.5.13）でも、今後の課題と
してＰＩＯ－ＮＥＴの刷新（入力負担軽減・情報分析機能
向上）が挙げられている

⑤相談員等の
職員研修

 国民生活センターの相談員等研修に対する地方
公共団体のニーズは非常に高い

 各地で消費生活センター等が新・増設され、相談
員も増加していることを踏まえると、研修体制を一
層強化する必要

 地方消費者行政活性化基金を背景として、地方
での研修実施を増やしているほか、「巡回相談員
制度」を導入する等、きめ細かな対応を実施

※なお、地方公共団体において、専門事例講座等の研
修を自ら実施することは困難な状況にある

●国民生活センターが抱える現状の課題と対応策等②●
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 都道府県・政令指定都市において、あっせん不調時に消費者からＡＤＲの希望があった場合、民間ＡＤＲ機
関と並んで、「事業者が交渉に応じる可能性が高い」「自治体の相談業務支援を総合的に行っており信頼で
きる」等を理由として、国民生活センターのＡＤＲを紹介するという回答も多い。

 また、相談員等の研修について、「国民生活センターが引き続き主体的に企画する必要がある」「専門事例
研修等の実施を都道府県・政令指定都市自らが行うことは困難」との回答が多い。

都道府県等実態調査より（４）

■ ３．各機関が現在抱える課題と対応策について （２）国民生活センター④

* 上記は、消費者委員会が平成２３年２月から３月にかけて全国の４７都道府県及び１９政令指定都市に対して行った実態調査結果。
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■ ３．各機関が現在抱える課題と対応策について （３）消費者委員会

主な業務・
機能等

現在の課題 対応策等

監視機能・
諮問答申機能

 これまで、自動車リコール制度に関する建議等、
各種建議を行ったほか、未公開株等の投資詐欺
被害対策等についても提言を実施し、関係省庁で
は、一定の対応を実施

 上記のほかにも掘り下げるべき課題は山積してい
るが、必ずしも迅速に対応できておらず、監視機
能の向上・事務処理の迅速化が今後の課題

 国民生活センター・地方公共団体
が発信している情報を活用する等、
課題の発掘・掘り下げ等を行うなど
により、機能強化を図る

 なお、現状においては、諮問・答申
機能と監視機能（調査・審議・建議
等）の双方を有しているが、監視機
能の重要性が高まっていることを踏
まえて、消費者委員会の機能・事務
の在り方について改めて検討する
必要

●消費者委員会が抱える現在の課題と対応策等●

16
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４．各機関の組織の在り方についての考え方
－消費者庁と国民生活センターの一元化について－

17
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■ ４．各機関の組織の在り方についての考え方（１） ～一元化について①

●消費者庁・国民生活センターを一元化した場合●
①「あっせん」と「各省庁との調整」との関係

現状の姿

事
業
者
（Ａ
社
）

国民生活センター

○消費者からの苦情・相
談対応

○相談情報の分析

等

地
方
公
共
団
体

（消
費
生
活
セ
ン
タ
ー
）

経由相談
（助言・共同処理・移送の依頼）

中期目標指示（大臣）
情報提供 等

情報提供
改善要望

業界

消費者庁

各省庁
業界の規制・指導

情報提供
各種調整

各種調整

情報提供
改善要望

地方公共団体からの
依頼を受けてのあっせん

情報提供
（PIO‐NET入力等）

あっせん
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■ ４．各機関の組織の在り方についての考え方（２） ～一元化について①

一元化した場合

消費者庁

事
業
者
（Ａ
社
）

地
方
公
共
団
体

（消
費
生
活
セ
ン
タ
ー
）

経由相談
（助言・共同処理・移送の依頼）

業界

各省庁

業界の規制・指導

情報提供

各種調整 各種調整

地方公共団体からの
依頼を受けてのあっせん

情報提供
（PIO‐NET入力等）

あっせん

施設等
機関

○支援相談

○研修

○相談処理テスト

等

消費者庁による
あっせんとの関係で
混乱が生じる可能性
（二重行政の恐れも）

あっせん結果が
消費者庁による

業界指導とみられる可能性

あっせんにあたり、
所管省庁と調整する場合は、
処理が遅滞する可能性

他の事案の調整にも
停滞等の影響を
及ぼす可能性

●消費者庁・国民生活センターを一元化した場合●
①「あっせん」と「各省庁との調整」との関係



平成23年6月10日
消費者委員会

The Consumer Commission 20

■ ４．各機関の組織の在り方についての考え方（３） ～一元化について②

●消費者庁・国民生活センターを一元化した場合●
②「あっせん」と「消費者庁の法執行」との関係 現状の姿

事
業
者
（Ａ
社
）

国民生活センター

○消費者からの苦情・相談対応

○相談情報の分析

○相談員等の研修

等

地
方
公
共
団
体

（消
費
生
活
セ
ン
タ
ー
）

経由相談
（助言・共同処理・移送の依頼）

被害の急増している
事業者情報等の提供

PIO‐NETを通じた
日常的な情報提供

業界

消費者庁

各省庁

業界の規制・指導

情報提供
各種調整

各種調整

地方公共団体からの
依頼を受けてのあっせん

情報提供（PIO‐NET入力等）

あっせん

法執行・指導

相談研修
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■ ４．各機関の組織の在り方についての考え方（４） ～一元化について②

一元化した場合

消費者庁

○政策の企画・立案・推進

○関係法令の執行

○事故情報の集約・分析

等事
業
者
（Ａ
社
）

地
方
公
共
団
体

（消
費
生
活
セ
ン
タ
ー
）

経由相談
（助言・共同処理・移送の依頼）

業界
各省庁

業界の規制・指導

情報提供
各種調整

各種調整

地方公共団体からの
依頼を受けてのあっせん

情報提供（PIO‐NET入力等）

あっせん

法執行・指導

相談研修

※施設等機関の
あっせん結果に
基づく内容

施設等
機関

○支援相談

○研修

○相談処理テスト

等

個別事案におけるあっせんの判断は、
地方裁判所の裁判例や民法の信義則
等も踏まえて行うもの。

その判断が消費者庁の有権解釈と誤
解される懸念（事業活動の萎縮等）

個別事案における
あっせんの判断が
法令の有権解釈と
誤解される懸念

●消費者庁・国民生活センターを一元化した場合●
②「あっせん」と「消費者庁の法執行」との関係
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■ ４．各機関の組織の在り方についての考え方（５） ～一元化について③

●消費者庁・国民生活センターを一元化した場合●
③「あっせん」・「ＡＤＲ」・「商品テスト（苦情処理テスト）」 現状の姿

事
業
者 国民生活センター

○消費者からの苦情・相談対応

○商品テスト

○相談情報の分析

○ＡＤＲ

等

地
方
公
共
団
体

（消
費
生
活
セ
ン
タ
ー
）

事後評価
中期計画等の
認可申請等

消費者庁独立行政法人
評価委員会

・紛争解決のための商品テスト依頼
・あっせん困難事案のＡＤＲの打診

相談

・詳細なテスト結果の提供（消費生活センター経由）・ＡＤＲの実施

・ＡＤＲ不調時に、紛争が訴訟に発展した場合は、消費者側に訴訟追
行の援助（商品テスト結果・ＡＤＲ手続資料等の提供等）

個別紛争

あっせん・ＡＤＲ

消費者と事業者間の情報の質・
量、交渉力等の格差を踏まえ、
消費者側に軸足を置いた対応が
なされることが特長

内閣府

中期目標等の指
示（大臣）
その他監督

消
費
者
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■ ４．各機関の組織の在り方についての考え方（６） ～一元化について③

一元化した場合

消費者庁

事
業
者

地
方
公
共
団
体

（消
費
生
活
セ
ン
タ
ー
）

・紛争解決のための商品テスト依頼
・あっせん困難事案のＡＤＲの打診

消
費
者

相談

・詳細なテスト結果の提供（消費生活センター経由）・ＡＤＲの実施

・ＡＤＲ不調時に、紛争が訴訟に発展した場合は、消費者側に訴訟
追行の援助（商品テスト結果・ＡＤＲ手続資料等の提供等）

個別紛争

あっせん・ＡＤＲ

・行政庁の立場で、消費者側に軸足
を置いたあっせん・ＡＤＲが可能か？

・仮に可能な場合に、逆に、法執行
権限を背景として、あっせんにおけ
る事業者側への圧力が生じない
か？

・その懸念により事業者側に過度の
萎縮効果が生じる恐れ。また、事業
者側が行政庁によるあっせん・ＡＤＲ
での解決を望まない可能性があり、
円滑な紛争解決が図れない恐れ

施設等
機関

○支援相談

○研修

○相談処理テスト

等

担当課
（法執行）

担当課
（企画・立案）

担当課
（事故情報分析）

幹部
（長官・次長）

・行政庁の立場で、従来の国民生活センターと同様の消費
者側への訴訟追行の援助を行うことが適当か？

両組織の間に情
報の遮断はない
ため、あっせん等
における事業者
の対応が、法執
行の判断に影響
する恐れ（対象事
案選定・違法性判
断等）

●消費者庁・国民生活センターを一元化した場合●
③「あっせん」・「ＡＤＲ」・「商品テスト（苦情処理テスト）」
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■ ４．各機関の組織の在り方についての考え方（７） ～一元化について④

●消費者庁・国民生活センターを一元化した場合●
④情報発信

現状の姿

国民生活センター

○消費者からの苦情・相
談対応

○相談情報の分析

等

地
方
公
共
団
体

（消
費
生
活
セ
ン
タ
ー
）

・情報提供

・現行法制等に
対する意見

消費者庁

各省庁

各種調整

消
費
者

・
消
費
者
団
体
等

相談
情報提供（PIO‐NET入力等）

情報提供

・情報提供

・現行法制等に
対する意見

各種調整

国民生活センターの公表資料について、
政策的な観点から、修正を要請する事
例もみられる。（*）

* 独立行政法人通則法３条第３項（独立行
政法人の自主性配慮規定）の趣旨に反す
る恐れ

経由相談
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■ ４．各機関の組織の在り方についての考え方（８） ～一元化について④

一元化した場合

消費者庁

地
方
公
共
団
体

（消
費
生
活
セ
ン
タ
ー
）

各省庁

各種調整

消
費
者

・
消
費
者
団
体
等

相談

情報提供

・結果として、「情報発信調整会議（仮称）」の調整を経
た内容が公表されるため、公表時期が遅くなったり、公
表内容が不十分なものとなり、国民は生の情報に接す
ることができなくなる可能性。（*）

施設等
機関

○支援相談

○研修

○相談処理テスト

等

担当課
（法執行）

担当課
（企画・立案）

担当課
（事故情報分析）

幹部
（長官・次長）

情
報
発
信
調
整
会
議
（仮
称
）

* 消費者基本法２条１項では、消費者に対し必要な情報等が
提供され、消費者の意見が消費者政策に反映されることが
保証される必要がある旨が規定されており、本規定の趣旨
に反する。

他方、国民生活センターは、現在も情報の公正性・正確性
を担保するための手続を設けている。

情報提供（PIO‐NET入力等）

経由相談

●消費者庁・国民生活センターを一元化した場合●
④情報発信
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■ ４．各機関の組織の在り方についての考え方（９） ～一元化について⑤

●消費者庁・国民生活センターを一元化した場合●
⑤これまでの行政改革との整合性

民間団体 ・ 地方公共団体等

独立行政法人

特殊法人

施設等機関
非権力的な
行政サービスの
実施事務

国が行う事務

① 政策の企画・立案や、法執行など私人の権利義務に直
接かつ強度の制限等を及ぼす公権力の行使に当たる
事務・事業

② 性質上、国が自らの名において行うのでなければ成立
しない事務・事業

③ 災害等、国の重大な危機管理に直結し、直接国の責任
において実施することが必要な事務・事業

国が自ら直接実施することが真に必要な事務

●これまでの行政改革の流れ●

・政策の企画・立案、各省庁との調整、法執行（左記①に該当）
・消費者事故情報の一元的収集・公表・注意喚起（左記②に該当）

消費者庁の事務

・支援相談、商品テスト、ＡＤＲ、情報提供、研修、広報等
（いずれも左記「非権力的な行政サービスの実施事務」に該当）

国民生活センターの事務

まさに、国自ら直接実施することが真に必要な事務と言える

これらの事務を消費者庁が取り込むことは、形としては、これ
までの行政改革の流れとは逆の方向であり、効率性を高める
ためには統合した方が合理的である旨の論証が必要である。

また、「国が自ら直接実施することが真に必要」とまでは言え
ないこれらの事務を、あえて消費者庁の事務として取り込んだ
場合、他の政策課題との関係や、厳しい財政状況の中で、予
算配分の総枠の中で優先順位を付けられ、当該事務が削減
される恐れもある。
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■ ５．国民生活センターの運営方法の見直し等 ／ 今後の検討の進め方

 プロパー職員（新卒・中途採用等）の積極的な採用による知見・ノウハウの育成、体制強化

消費者庁

 意思決定過程の透明化（専決処理権限の見直しによる役員会の権限明確化・役員会の議事概要の公表等）

 より多様かつ専門的な経験・知見に基づいた運営（理事の選任要件の明確化等）

 外部有識者による運営チェック体制の強化（特別顧問会議等の権限の明確化・見直し等）

 消費者委員会との関係についても見直し

国民生活センター

 消費者安全法１４条１項、１５条２項の規定に基づく国民生活センターの商品検査技術・情報発信の
ノウハウのさらなる活用、各規定を発動する場合の基準策定

 消費者啓発・広報の分野の事務の実施部分について、国民生活センターへの委託を検討
 双方の人事交流の活発化 等

 消費者庁と国民生活センターの一元化についての懸念に関して、さらに慎重な検討を深めるとともに、国民生活センターについては、
経済性、効率性のみならず有効性の観点からも、専門性・客観性・信頼性を備えた検証を十分に実施すべき。

 また、消費者庁と国民生活センターの両組織は、より一層の「緊密な連携」を図る等の見直しを図るべき。

検討の方向性

より一層の緊密な連携
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